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１．2.1版案の変更内容（本編①）

No 意見概要 2.1版案の変更内容

1

独自事業（上乗せ）を標準化の対象と
するために、標準化対象事務政令に
追加規定（令和４年12月改正予定）
する内容を変更している。
標準仕様書の記載も合わせること。

標準化対象事務政令の表記と同様の表記に変更いたしました。
第１章 本仕様書について ＞ ２．対象 ＞ （２）対象分野

2

＜10月WT意見集約一覧 No42＞
2.対象 (2)対象分野
図 1-2 障害者福祉業務における標準
化範囲のイメージ
国事業への上乗せ助成事業（例）とし
て「高額障害福祉サービス費への地
域生活支援事業等合算」と記載して
いるが、どのような機能を想定してい
るか。
標準仕様書に規定しないとあり、独自
施策項目での管理までか、高額合算
まで機能を提供してよいのか判断が
できないため。

独自事業（上乗せ）の対応は、図 1-2の※書きで記載しているとおり、「独自施策項目の
利用を含むパラメタの設定により対応可能なもの」に限りますが、ご意見のとおり、事業
例の内容が適切では無いと考えられるため、図 1-2 の上乗せ事業の例について、以下
のとおり変更いたしました。

○変更前

○変更後

1

赤文字のとおり
変更

青枠内の事業名
を変更



１．2.1版案の変更内容（本編②）

No 意見概要 2.1版案の変更内容

3

＜10月WT意見集約一覧 No37＞
１．機能・帳票要件
（９）操作権限管理について

「パラメタ等で設定された特定の管理項目につ
いて、 部署・利用者で表示なし又は参照のみの
権限を設定できること。（例：障害名やIQは特定
部署では表示しない、決定日は判定機関以外で
は参照のみ等。）」とあるが、制御対象となる管
理項目について標準仕様書で明記してほしい。

パラメタ等で設定された特定の管理項目でなく、
事務内容に沿った管理項目を規定する必要があ
る。
また、全ての管理項目をパラメータで表示制御
することは、パラメータ設定およびシステム対応
にかかる負担が大きく、現実的ではないと考える。

自治体により、権限設定したい項目は様々あろうかと考えて汎用的に対応で
きる要件としておりましたが、ベンダの実装に過度な負担となることは本意で
はないため、ご意見を踏まえて、以下の項目に限定をいたしました。
機能ID：2.3.2. 障害名、障害名（カード用）
機能ID：2.1.7. 診断書の画像情報、手帳の画像情報
機能ID：3.1.5. ＩＱ

なお、１２月全国照会での意見によっては追加項目は検討したいと考えてお
ります。

○変更箇所
本編 １．機能・帳票要件 （９）操作権限管理について

2

赤文字のとおり変更



２．2.1版案の変更内容（障害者福祉共通）

3

No 意見概要 2.1版案の変更内容

1

＜10月WT意見集約一覧 No11＞
01.障害者福祉共通 1.6.帳票出力機能 機能ID 1.6.17.

要件の考え方・理由に「データ要件においては「帳票固定文言情報グル
ープ」のデータ項目が該当する。市区町村番号、帳票コード、文言印字番
号、文言出力順を主キーとし、1つの文言明細の文言桁数は全角・半角の
それぞれ300文字とする。」とあるが、基本データリスト第1.0版に該当の
グループは存在しない。今後追加される想定か。

介護保険については、「文言マスタ情報」が定義されているが、障害者
福祉には左記のマスタが定義されていない。介護保険と同様のマスタが
定義されるもの想定しているが、認識に相違ないかご教示いただきたい。

要件の考え方・理由に記載している「帳票固定文言
情報グループ」を「文言マスタ情報」に名称を変更い
たしました。
障害者福祉システムの基本データリストに介護保険
の「文言マスタ情報」グループと同様のグループを
追加していただくようにデジタル庁へ申し入れます。

○変更箇所
機能・帳票要件（1.障害者福祉共通）
機能ID 1.6.17.

緑文字のとおり変更



4

２．2.1版案の変更内容（全体にかかる変更）

No 意見概要 2.1版案の変更内容

1

＜10月WT意見集約一覧 No19＞
02.身体障害者手帳
03.療育手帳
04.精神障害者保険福祉手帳
06.障害福祉サービス等（受給者管理）
08.自立支援医療（更生医療）
09.自立支援医療（育成医療）
10.自立支援医療（精神通院医療）
11.補装具

05.国制度手当、12.特別児童扶養手当の対象
者や受給者、児童において、【英字名】【通称名】
【通称名カナ】【在留資格コード】【在留期限】等の
外国人にかかわる項目要件がある。01.共通仕
様書にも「…【通称名】【英字名】いずれでも対象
者を検索できること」という要件がある。しかし、
他の業務には【通称名】【英字名】等の項目要件
はないため、他業務の対象者情報へ外国人にか
かわる管理項目の追加してほしい。

左記の内容については対象者情報の共通管理
項目である認識のため。

ご意見を踏まえ、国制度手当、特別児童扶養手当以外の対象者、保護者等
について、「英字名」、「通称名」、「通称名カナ」、「氏名優先区分コード」を実
装必須として追加いたしました。
合わせて、上記４項目について国制度手当、特別児童扶養手当は標準オプ
ションから実装必須に変更しております。

○変更箇所
機能・帳票要件
02.身体障害者手帳 機能ID：2.1.3.（対象者）、2.1.4.（保護者）
03.療育手帳 機能ID：3.1.3.（対象者）、3.1.4.

04.精神障害者保険福祉手帳 機能ID：4.1.3.（対象者）、4.1.4. （保護者）
05.国制度手当 機能ID：5.1.3.（受給者）、5.1.4.（配偶者）、

5.1.5.（扶養義務者）
06.障害福祉サービス等（受給者管理） 機能ID：6.1.3.（対象者）、

6.1.40.（保護者）
08.自立支援医療（更生医療） 機能ID：8.1.3.（受診者）
09.自立支援医療（育成医療） 機能ID：9.1.3.（受診者）、9.1.4.（保護者）
10.自立支援医療（精神通院医療） 機能ID：10.1.3.（受診者）、

10.1.4.（保護者）
11.補装具 機能ID：11.1.3.（対象者）、11.1.4.（保護者）
12.特別児童扶養手当 機能ID：12.1.3.（受給者）、12.1.4.（配偶者）、

12.1.5.（扶養義務者）、12.1.6.（障害児）

緑文字を追加
※2.1.3.以外も同様
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３．2.1版案の変更内容（手帳関連①）

No 意見概要 2.1版案の変更内容

1

＜10月WT意見集約一覧 No39＞
身体障害者手帳交付申請書
身体障害者手帳再交付申請書
申請書に「申請者」の記載欄が二か所にある
のはどういう意図か。もし枠内の方の「申請者」
は「保護者」を記載する欄の意であるなら、保護
者と申請者が異なる場合も考慮し、項目タイトル
を「保護者」としたほうが分かりやすいのではな
いか。
申請時に何を書くか分かりやすい表記にした
いため。居住地等変更届書など、他の帳票にお
いては保護者は「保護者」と表記されており、も
し保護者を記載する意図であれば表記を合わせ
た方が良いと考える。

身体障害者手帳においては、法第１５条第１項の規定により、「身体に障害
のあるものは申請することができる」、「ただし本人が十五歳に満たないとき
はその保護者が代わって申請する」とありますため、現状の表記としておりま
す。一方で、２箇所に申請者欄があることで、本人、保護者、それ以外の記入
が分かりにくく、間違って記入することも考えられることから、以下のとおり変
更いたしました。
○変更箇所
帳票レイアウト（15_身体障害者手帳交付申請書、16_身体障害者手帳再
交付申請書）
・上部の「（申請者）」の表記を、「（提出者）」に変更

・枠の「申請者」の表記を、「申請者 ※本人又は本人が十五歳に満たない
ときはその保護者」に変更

「申請者」を「提出
者」に変更

「申請者」を「提出
者」に変更

「申請者」を「提出
者」に変更

再交付申請書も同様
に変更

※書きを追加
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３．2.1版案の変更内容（手帳関連②）

No 意見概要 2.1版案の変更内容

2

＜10月WT意見集約一覧 No40＞
身体障害者居住地等変更届書

保護者記載欄の中に「手帳所持者に同じ」という
チェック欄があるのはどういう意図か。

「手帳所持者に同じ」ではなく「届出者に同じ」の誤
りではないかと思われたため。

ご指摘を踏まえて、「手帳所持者に同じ」を「届出者に同じ」に変更いたし
ました。
○変更箇所
帳票レイアウト（18_身体障害者居住地等変更届書）
保護者の居住地のチェック欄

3

＜10月WT意見集約一覧 No41＞
4.精神障害者保健福祉手帳
4.7.帳票出力機能 4.7.17.

手帳所持者宛ての通知等を出力する場合は、送付
先の宛名へは送付先情報、保護者情報、本人情報
の優先度で印字すること。
※3  優先度は、手動で選択・変更もできること

精神手帳の管理項目に「宛先優先度コード」が存
在しないが、優先度を手動で選択可能とするために、
身体障害者手帳や療育手帳と同様に管理項目とし
て用意する想定で問題ないか。

身体障害者手帳と療育手帳には管理項目として
「宛先優先度コード」が定義されているため。

ご指摘を踏まえて、「宛先優先度コード」の管理項目を追加いたしました。
○変更箇所
機能・帳票要件（4.精神障害者保健福祉手帳）
機能ID：4.1.2.

緑文字を追加

「手帳所持者」を
「届出者」に変更



7

No 意見概要 2.1版案の変更内容

1

＜10月WT意見集約一覧 No12＞
05.国制度手当 5.3.支払機能 機能ID 5.3.13.

基本データリスト第1.0版にて、支給月額は支給対象年月に対して、１つしか管理されない想定とな

っている。標準仕様書が正しく、基本データリストが誤っているという認識で問題ないか、ご教示いた
だきたい。
支給対象年月は、基本データリスト第1.0版の項目説明にて、「国制度手当を支給した年月」とある
ため、定期払いであれば8、11、2、5月が入り、支給額は支払対象年月で実際に支払った合計額が
管理されるものと想定している。
「※2 支給月額は、定例払い時の支給額の内訳である」と標準仕様書に記載があるが、基本データ
リストの支給月額は、支給対象年月に対して１つしか管理できないものとなっている。
手当額改定等により、5月の支給は各月の支給月額が一致しない場合や所得状況届未提出によ
り2年分の所得状況届が提出され、随時払いで過年度の12か月分（8月～3月が27,350円、4～7月
が27,300円で支給額となるパターン）をまとめて支給するといった場合がある。機能要件としては、

上記の対応が行える仕様となっていると想定しているが、基本データリストでは実現できない仕様と
なっているため、どちらが正しいのか確認させていただきたい。

ご意見を踏まえて、基本データリストとの
整合及び仕様について改めて整理した結
果、機能・帳票要件の管理項目に、「支給
年月」を追加いたしました。
合わせて、支給年月、支給対象年月、支
給額、支給月額の説明、要件の考え方・
理由には遡及支給事の例を追記いたしま
した。履歴とは、支給年月及び支給対象
年月ごとの管理となります。
○変更箇所
機能・帳票要件（5.国制度手当）
機能ID：5.3.13.

合わせて、障害者福祉システムの基本デ
ータリストに反映していただくようにデジタ
ル庁へ申し入れます。

2

＜10月WT意見集約一覧 No13＞
05.国制度手当 5.3.支払機能 機能ID 5.3.11.

運用として、支払差止等により不足分が発生した場合、次回の定期払いでまとめて支給する場合
がある。基本データリスト第1.0版の「国制度手当支給情報」では、支給対象年月に対して1件しか支

給できないため、同月で定期払いと随時払いを行うことができない仕様となっている。標準仕様書が
正しく、基本データリストが誤っているという認識で問題ないか、ご教示いただきたい。

3

＜10月WT意見集約一覧 No14＞
05.国制度手当 5.3.支払機能 機能ID 5.3.12.

「支給情報を履歴で管理することができ～」
とあるが、基本データリスト第1.0版の
「国制度手当支給情報」では、支給対象年月ごとに
最新のみ管理する仕様となっている。
当要件における履歴管理とは、支給対象年月
ごとに管理できることという認識で問題ないか、
ご教示いただきたい。

４．2.1版案の変更内容（手当関連①）

支給年月を追加し、
説明書きを追記 支払時の例を追加
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No 意見概要 2.1版案の変更内容

4

＜10月WT意見集約一覧 No5＞
12.特別児童扶養手当
05.特別児童扶養手当関係書類提出書 通番No.7～17

タイトルに提出、再提出の区分が設けられているが、「印字編集
条件など」にはパラメタ制御に関する記載のみとなっている。

当帳票は、提出、再提出で分ける（改ページ）ものと想定している
が、認識に相違ないかご教示いただきたい。
改ページに要件との記載がなく判断ができないため。

ご意見を踏まえて、管理項目に「再提出有無」を追加し、要件の考え
方・理由に説明を追記するとともに、提出と再提出の出力分けの条件
を追加いたしました。
また、6件以上の改ページ条件を帳票詳細要件に追記いたしました。

○変更箇所
機能・帳票要件（12.特別児童扶養手当）
機能ID：12.1.2. 「再提出有無」を追加、説明を追記
機能ID：12.6.4. ※3を追加
帳票詳細要件（12.特別児童扶養手当）

05 特別児童扶養手当関係書類提出書 通番7（説明追記）、通番
20（追加）

5

＜10月WT意見集約一覧 No6＞
12.特別児童扶養手当
05.特別児童扶養手当関係書類提出書 通番No.7～17

件名に出力する申請区分が5件を超える場合、改頁を行う必要が
あると想定しているが、認識に相違ないかご教示いただきたい。
改ページに要件との記載がなく判断ができないため。

４．2.1版案の変更内容（手当関連②）

管理項目を追加

提出と再提出の出力分け条件を追加

管理項目の利用の
考え方を追記

パラメタ設定は提出と再提出の
それぞれとなるように追記

６件以上の改ページ条件を追加
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No 意見概要 2.1版案の変更内容

6

＜10月WT意見集約一覧 No7＞
12.特別児童扶養手当
11.特別児童扶養手当所得状況届 通番25、34、43、52

受給者、配偶者、扶養義務者1、扶養義務者2の⑮の欄について、

１つの控除に対して２か所、金額を出力するように見受けられる。１
つの控除に対して、金額は１つしか印字されない想定であるが、左
右どちらに対して印字すべきかご教示いただきたい。

印字編集条件などに「雑損控除、医療費控除、小規模企業共済
等掛け金控除、配偶者特別控除、肉用牛売却による農業所得の免
除について控除がある場合は、控除がある項目名及び金額を印字
すること（２つまでとし、３つ以上ある場合は「※審査 ⑤～⑰欄の
記載事項」欄に印字すること）」と定義されている。上記より控除の
項目名と金額を⑮に２つまで印字すると想定しているが、⑮の１段
の中で受給者、配偶者、扶養義務者に対して、固定文言の円が２
か所あるため、１枠に対して控除額を２か所印字する形になってい
る。
左右どちらに印字するのか帳票詳細要件にてお示しいただきたい。

ご意見を踏まえて、左右のうち、右欄へ印字する旨、帳票詳細要件の
印字編集条件などに追記いたしました。
なお、国制度手当も同様に対応いたしました。

○変更箇所
帳票詳細要件（12.特別児童扶養手当）
11.特別児童扶養手当所得状況届
通番25、34、43、52

帳票詳細要件（5.国制度手当）
16.障害児福祉手当（福祉手当）所得状況届
通番30、43、56

17.特別障害者手当所得状況届
通番30、43、56

４．2.1版案の変更内容（手当関連③）

緑文字を追記
通番34、43、52も同様

緑文字を追記
通番43、56も同様

緑文字を追記
通番43、56も同様



No 意見概要 2.1版案の変更内容

6

＜検討・課題一覧 No399＞
ぴったりサービスに対応してい
る国制度手当及び特別児童扶
養手当の所得状況届は、プリセ
ット様式（オンライン申請様式）と
標準仕様書の帳票レイアウトの
項目を合わせる必要がある。
この場合、誓約事項（チェック
欄付きの同意文）を追加する必
要があるが、プリセット様式以外
の請求書や届出も同様に対応し
たい。

同意文が必要となる可能性のある帳票レイアウトについて、誓約事項欄（チェック欄付きの同
意文）を追加し、誓約有無を管理項目として追加いたしました。なお、特別障害者手当につい
ては、プリセット様式に備考欄がありましたので、項目を合わせるために、備考欄も帳票レイ
アウト及び管理項目に追加いたしました。

○変更箇所
・機能・帳票要件 管理項目を変更・追加
（別紙２）機能・帳票要件_05.国制度手当.xlsx 機能ID：5.1.2. 、5.1.6. 

（別紙２）機能・帳票要件_12.特別児童扶養手当.xlsx 機能ID：12.1.2. 、12.1.7. 

・帳票レイアウト 誓約事項欄を追加
13_特別障害者手当現況届
14_障害児福祉手当現況届
15_経過的福祉手当現況届
16_障害児福祉手当（福祉手当）所得状況届
17_特別障害者手当所得状況届
26_障害児福祉手当認定請求書
27_特別障害者手当認定請求書
28_記載事項変更届

11_特別児童扶養手当所得状況届
22_特別児童扶養手当認定請求書
23_特別児童扶養手当額改定請求書
24_特別児童扶養手当額改定届
26_特別児童扶養手当資格喪失届
27_未支払特別児童扶養手当請求書
28_特別児童扶養手当記載事項変更届

10

４．2.1版案の変更内容（手当関連④-1）

帳票レイアウトに誓約事項欄を追加して
いますので、ご確認をお願いします。
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４．2.1版案の変更内容（手当関連④-2）

11

○ 国制度手当

管理項目名を「誓約有無」に統一

①誓約事項欄

②備考欄

①誓約事項欄

プリセット様式

プリセット様式

①誓約事項欄のチェック有無、
②備考欄に該当する項目を追加
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４．2.1版案の変更内容（手当関連④-3）

12

○ 特別児童扶養手当

①誓約事項欄のチェック有無
に該当する項目を追加

①誓約事項欄

プリセット様式

管理項目名を「誓約有無」に統一
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４．2.1版案の変更内容（手当関連④-4）

13

＜対象帳票＞

13_特別障害者手当現況届
14_障害児福祉手当現況届
15_経過的福祉手当現況届
16_障害児福祉手当（福祉手当）所得状況届
17_特別障害者手当所得状況届
26_障害児福祉手当認定請求書
27_特別障害者手当認定請求書
28_記載事項変更届
＜変更内容＞
①誓約事項欄を追加している。
②備考欄を追加している。※「17_特別障害者手当所得状況届」のみ

①誓約事項欄
を追加

①誓約事項欄
を追加

②備考欄
を追加

「27_特別障害者手当認定
請求書」の場合
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４．2.1版案の変更内容（手当関連④-5）

14

＜対象帳票＞

11_特別児童扶養手当所得状況届
22_特別児童扶養手当認定請求書
23_特別児童扶養手当額改定請求書
24_特別児童扶養手当額改定届
26_特別児童扶養手当資格喪失届
27_未支払特別児童扶養手当請求書
28_特別児童扶養手当記載事項変更届

＜変更内容＞
①誓約事項欄を追加している。

①誓約事項欄を追加

「 22_特別児童扶養手当認定請求書」の場合

①誓約事項欄を追加
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No 意見概要 2.1版案の変更内容

1

＜10月WT意見集約一覧 No10＞
11.補装具
06.却下決定通知書
帳票詳細要件に宛名の項目がないため、追加
いただきたい。
帳票レイアウトに窓空宛名があるが、帳票詳細
要件のシステム印字項目に記載がないため。

宛名の記載漏れであったため、ご意見のとおり、06.却下決定通知書の帳票
詳細要件に「宛名」を追加しました。

2

＜10月WT意見集約一覧 No30＞
11. 補装具 11.2.一覧管理機能 機能ID 11.2.2

11.2.2は実装必須機能だが、「要件の考え方・理
由」に記載の項目について、標準オプションの項
目が存在する（申請受付番号、納入日）。そのた
め、11.2.2 の要件を満たすためには、標準オプ
ションを必須対応しなければならないという矛盾
が生じるため、11.2.2は実装オプションとしてほ
しい。

ご意見のとおり、実装区分が矛盾しておりますが、機能ID：11.2.2は必要な機
能であると考えられるため、機能ID：11.2.2を標準オプションにするのではな
く、管理項目の申請受付番号、納入日を実装必須に変更しました。

５．2.1版案の変更内容（障害福祉サービス関連）①

宛名を追記

申請受付番号、納入日を
実装必須の管理項目に変更
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No 意見概要 2.1版案の変更内容

1

＜10月WT意見集約一覧 No23＞
7.障害福祉サービス等（給付管理）
7.3.高額障害福祉サービス費等管理機能
機能ID：7.3.8.

介護保険の利用者負担額を介護保険システムと
データ連携する場合について、機能ID:7.3.13.と
同様に連携項目を記載していただきたい。

機能ID：7.3.8.に、介護保険システムとデータ連携する場合に必要な連携項
目を記載しました。

2

＜10月WT意見集約一覧 No24＞
7.障害福祉サービス等（給付管理）
7.3.高額障害福祉サービス費等管理機能
機能ID：7.3.9.

児童福祉法に基づく障害児入所給付費に係る利
用者負担額を都道府県、指定都市、児童相談所
設置市の障害児入所給付費管理システムとデー
タ連携する場合について、機能ID:7.3.13.と同様
に連携項目を記載していただきたい。

機能ID：7.3.9.に、障害児入所給付費管理システムとデータ連携する場合に
必要な連携項目を記載しました。

５．2.1版案の変更内容（障害福祉サービス関連）②

連携項目を記載

連携項目を記載
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No 意見概要 2.1版案の変更内容

1

＜10月WT意見集約一覧 No3＞
08.自立支援医療（更生医療）
05.認定決定通知書 通番12

受給者証の有効期間には経過的特例の記載
があるが、認定通知書等の帳票では有効期間
とだけ記載されている。受給者証以外は経過
的特例の記載は不要と考えてよいか。

通知書関係の帳票については受給者証と内容を揃えるべきものであることから、受給
者証と同様に帳票詳細要件へ経過的特例の記載を追記しました。
○対象の帳票
＜更生医療＞
05_認定決定通知書、09_変更決定通知書、10_支給認定決定のお知らせ
＜育成医療＞
03_認定決定通知書、09_変更決定通知書、10_支給認定決定のお知らせ
＜精神通院医療＞
05_受給者証の交付について、10_認定決定通知書、11_変更決定通知書

2

＜10月WT意見集約一覧 No4＞
08.自立支援医療（更生医療）
8.1.受給者台帳管理機能
8.1.9.経過的特例有効期間について

経過的特例有効期間終了日について、延長さ
れた場合の有効期間終了日を管理するのか。
それとも、延長されなかった場合の有効期間終
了日を管理するのか。どちらで管理すべきかご
教示いただきたい。

延長された場合の期間を想定しておりますが、項目の定義がわかりにくいた
め、機能ID：8.1.9.、9.1.10.、10.1.9.に補足説明を追加しました。

６．2.1版案の変更内容（自立支援医療関連）①

受給者証とあわせて経過的特例の
記載を追加 ※他も同様

補足説明を
追記
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No 意見概要 2.1版案の変更内容

1

＜10月WT意見集約一覧 No8、9＞
08.自立支援医療（更生医療）
10.支給認定決定のお知らせ 通番23

12.受給者証の更新について（お知らせ） 通番13

有効期間の出力レイアウトがわかるように記載いただき
たい。
受給者証の有効期間欄は、「 年 月日から年月日ま
で」、支給認定決定通知書は「 年月日～年月日 」と

印字形式示されており、どちらかのパターンで印字すべ
きと想定している。

当帳票は、枠のみ設けられており、印字形式が示されて
いないため、どちらで印字すべきかご教示いただきたい
たい。

標準仕様書本編の第３章 機能・帳票要件＞２．帳票詳細要件＞表3-13 システム印字項目
の編集方法の「日付」の補足欄に「“から”,“まで”等の日付以外の関連する文字は、帳票レイ

アウト側での埋め込み」とされていることを踏まえ、帳票レイアウトの有効期間の記載を受給
者証とあわせました。
○対象の帳票
＜更生医療＞
05_認定決定通知書、09_変更決定通知書、10_支給認定決定のお知らせ、11_自立支援医
療受給者証等記載事項変更届、12_受給者証の更新について（お知らせ）、14_自立支援医
療受給者証再交付申請書、15_自立支援医療受給者証返還届
＜育成医療＞
03_認定決定通知書、09_変更決定通知書、10_支給認定決定のお知らせ、11_自立支援医
療受給者証等記載事項変更届、13_自立支援医療受給者証再交付申請書、14_自立支援医
療受給者証返還届
＜精神通院医療＞
05_受給者証の交付について、06_受給者証の更新について（お知らせ）、09_自立支援医療
受給者証等記載事項変更届、10_認定決定通知書、11_変更決定通知書、13_自立支援医
療受給者証再交付申請書、14_自立支援医療受給者証返還届

2

＜10月WT意見集約一覧 No33＞
8.自立支援医療（更生医療）
8.6.マスタ管理機能
機能ID：8.6.4.

保険者情報をマスタ管理として、「保険者名カナ」が定義
されているが、介護保険標準仕様書記載（介護保険標準
仕様書 機能ID：1.2.11）の保険者情報のマスタ管理に

ついては、「保険者名カナ」の記載がない。また業務上必
須の項目ではなく、帳票詳細要件にも記載がないため、
実装オプションの管理項目として整理して頂きたい。

ご意見を踏まえて、管理項目の「保険者名カナ」を実装必須から標準オプションに変更しまし
た。
○変更箇所
機能ID：8.6.4.（修正）、8.6.6.（追加）
機能ID：9.6.4.（修正）、9.6.6.（追加）
機能ID：10.7.4.（修正）、10.7.6.（追加）

６．2.1版案の変更内容（自立支援医療関連）②

受給者証にあわせて「から」「まで」に変更

標準オプション
機能に変更
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７．主な継続検討事項（残課題）

○ 令和４年度下期検討における、主な継続検討事項（残課題）は、以下のとおりである。

No 継続検討事項 検討の概要 対応の方向性

1
引越しワンストッ
プサービス対応

引越しワンストップサービスの対応について、標準仕様書へ反映
する必要がある。

デジタル庁から回答があり次第対応
する必要がありますが、２月９日のWT
で検討できればと考えております。

2

データ要件・連携
要件の全国照会
の意見集約に伴
う対応

令和４年７月26日「地方公共団体情報システムデータ要件・連携
要件標準仕様書【第1.0版】各論（案）に係る意見照会について
（依頼）」に伴い、デジタル庁が行うデータ要件・連携要件へ意見
の反映を行うにあたり、機能・帳票要件について、一部の機能や
管理項目の追加・変更が必要となる。

機能・帳票要件の変更にあたり、デジ
タル庁とスケジュール調整が必要とな
りますが、２月９日のWTで検討できれ
ばと考えております。

3
指定都市に係る
仕様改善
（デジタル庁）

指定都市に係る仕様については、制度所管府省は、デジタル庁
の主導的な支援のもと、年度内を目途に、集中的に点検を行う。
（デジタル庁、指定都市及びベンダーを構成員とする検討会を立
上げ予定。標準仕様書の具体的な改善提案をとりまとめ、制度
所管府省に提示し、標準仕様書へ反映。）

デジタル庁からの依頼を受けて、点検
を行うこととなります。

4

過剰な機能の標
準オプションへの
変更
（デジタル庁）

機能要件について、過剰な機能となっていないかについて、実装
必須機能から標準オプション機能への変更に限定して、年内を
目途に、デジタル庁の主導的な支援の下、集中的に点検を行う。

デジタル庁からの依頼を受けて、点検
を行うこととなります。

なお、上記以外に次の事項についても対応する可能性がある。

・検討・課題一覧及び継続検討一覧の残課題のうち、必要かつ対応が可能な事項

・デジタル庁から２０業務横並び調整依頼等の追加の依頼

※デジタル庁が行っている「共通機能等技術要件検討会」の検討結果により各業務の標準仕様書を見直す必要があるものを含む

・その他、政府方針や国施策、追加の事務連絡等により影響がありかつ対応が必要な事項


